
行政財産賃貸借契約書
島田市（以下「甲」という｡）と〇〇〇（以下「乙」という｡）とは、次の条項により行政財産賃貸借契約（以下「本契約」という｡）を締結する。

　（信義誠実の義務）

第１条　甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。
（物件の表示）
第２条　甲は、別添「物件説明書」に掲げる市有財産（以下「貸付物件」という｡）を乙に貸し付ける。
（使用の目的）

第３条　貸付物件は、乙において自動販売機及び使用済み容器回収ボックス（以下「自販機等」という｡）の設置のために使用するものとする。

（貸付期間及び契約の更新等）
第４条　貸付期間は、令和４年７月１日から令和７年６月３０日までとする。
２　本契約は、前項に定める期間（以下「貸付期間」という｡）の満了により終了し、更新又は貸付期間の延長は行わない。
　（貸付料）
第５条　貸付物件の貸付料は、月額　　　　　円とする。
２　前項の規定にかかわらず、貸付期間が１月に満たない場合の貸付料の額は、前項に定める貸付料に基づき、日割計算により算定した額とする。この場合において、その額に1円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

　（貸付料の支払方法）
第６条　乙は、前条第１項に定める貸付料を、貸付期間の年度（４月１日から翌年３月31日までの期間をいう。以下同じ｡）ごとに甲が発行する納入通知書により、甲の指定する期日までに納付しなければならない。
（光熱水費）
第７条　乙は、自動販売機に係る光熱水費（以下「光熱水費」という｡)を算定するため、子メーターを設置しなければならない。

２　甲は、貸付物件に係る光熱水費を算定し、納入通知書を乙に送付する。

３　乙は、光熱水費を、前項の納入通知書により、甲の指定する期日までに納付しなければならない。
　（資格要件に該当しないことによる契約の解除及び違約金）

第８条　乙が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除するものとし、乙は、当該年度の貸付料の10分の１に相当する額を違約金として、甲の指定する期日までに納付しなければならない。

(1) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは本契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この項において同じ｡)が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この項において「暴力団員」という｡)であると認められるとき。

(2) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ｡)又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。　　

(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められるとき。

(4) 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的に又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。

(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

２　前項の規定により本契約が解除された場合において、当該解除により乙に損害が生じても、甲は、その責めを負わないものとする。

（延滞利息）

第９条　乙が貸付料又は光熱水費を甲の指定する期日までに納付しなかったときは、甲は、当該指定期日の翌日から納付の日まで遅延利息を年14.6パーセントの割合で徴収することができるものとする。
２　前項の場合において、当該徴収する金額に100円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。
（自販機等の設置又は撤去の協議）
第10条　乙は、自販機等の設置又は撤去の期日を決定するに当たり、甲と協議するものとする。

　（商品等の盗難又は毀損）
第11条　甲は、設置された自販機等、当該自動販売機で販売する商品又は当該自動販売機内の売上金若しくは釣り銭の盗難又は毀損について、甲の責めに帰することが明らかな場合を除き、その責めを負わない。

　（実地調査等）

第12条　甲は、貸付期間中調査の必要があるときは、その職員をして随時貸付物件の実地調査を実施し、又は乙に対し貸付物件、売上状況等について所要の報告若しくは資料の提出を求めることができるものとする。この場合において、乙は、正当な理由がなく、その調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならないものとする。
　（販売数量等の報告）

第13条　乙は、乙の設置した自動販売機による商品の販売数量及び売上金額について、４半期ごとに、その末月の翌月20日までに甲に報告しなければならない。

（使用上の制限）
第14条　乙は、貸付物件を善良な管理者の注意をもって維持保存しなければならない。

２　乙は、貸付物件の現状を変更しようとするときは、自己の負担で事前にその理由を付した書面をもって、甲の承認を得なければならない。

　（経費の負担）

第15条　貸付物件に対し維持、保存、利用、改良その他の行為をするため支出する経費は、全て乙の負担とする。ただし、甲の承認を得た場合は、この限りでない。

　（権利譲渡等の禁止）

第16条　乙は、事前にその理由を記載した書面によって甲に申請しその承認を得ないで、貸付物件の使用権を第三者に譲渡し、又は当該物件を転貸してはならない。自販機等を改造するときも、同様とする。

　（使用上の損害）

第17条　乙は、貸付物件の使用により、他の市有財産又は第三者に損害を及ぼすおそれがあるときは乙の責任において損害の発生を防止し、及び損害が発生したときは乙の責任においてこれを賠償しなければならない。
（契約の解除）
第18条　甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除することができるものとする。

(1) 乙が本契約に定める義務を履行しないとき。
(2) 乙又はその使用人の行為が貸付物件における秩序を著しく乱すものと認められるとき。
(3) 乙が差押、仮差押、仮処分、競売、保全処分、滞納処分等の強制執行の申立てを受けたとき
(4) 乙が破産、特別清算、民事再生、会社更生等の申立てを受け、又は申立てをしたとき。
(5) 甲が公用又は公共用に供するため貸付物件を必要とするとき。
　（原状回復及び損害賠償等）

第19条　乙は、貸付期間が満了したとき、又は第８条第１項若しくは前条の規定により本契約が解除されたときは、自己の負担で貸付物件を甲の指定する期日までに原状に回復し、甲に返還しなければならない。ただし、甲が承認した場合は、この限りでない。

２　乙が前項の規定による義務を履行しないときは、甲は、これを原状に回復して、乙にその費用を請求することができる。

（損害賠償額の決定）

第20条　本契約により乙が甲に支払う損害賠償額は、甲乙協議の上定めるものとし、協議の調わないときは、甲の認定によるものとする。
（乙からの解約）

第21条　乙は、甲に対して本契約を終了しようとする６月前に解約の申入れを行うことにより、本契約を終了することができる。

　（有益費の請求権の放棄）

第22条　乙は、前条の規定により本契約を終了したときは、貸付物件のために費やした改良費等の有益費、修繕費等の必要費その他の費用を甲に対し請求することができない。
（貸付料の不返還）

第23条　第８条第１項若しくは第18条第１号から第４号までの規定により本契約を解除したとき、又は第21条の規定により本契約を終了したときは、甲は、既納の貸付料を返還しないものとする。

　（契約の費用）

第24条　本契約に要する費用は、乙の負担とする。

　（合意管轄）

第25条　本契約に関する訴訟については、静岡地方裁判所を管轄裁判所とすることに合意する。

（疑義の決定）

第26条　本契約に関して疑義のあるときは、甲乙協議の上定めるものとし、協議が調わないときは、甲の解釈により定めるものとする。
上記の契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を所持する。
令和　年　月　　日
（甲）　静岡県島田市中央町１番の１

　　　　　　島田市長　染谷絹代　
（乙）　
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